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 2022年７月、IPネットワーク設備委員会の下に設置された技術検討作業班において、「重大な事故が生ずるおそれがあると認めら
れる事態」の報告制度について検討を開始。

 今後、年内に、IPネットワーク設備委員会・技術検討作業班において報告書を取りまとめ、年明けに省令案の審議会への諮問・答
申を経て、来年6月までに省令を制定・交付予定。

主査 内田 真人 早稲田大学理工学術院教授
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〇 重大な事故が生ずるおそれがあると認められる事態の報告制度の在り方

＜現状・課題＞
 通信サービスの事故原因が多様化※

 通信サービスの停止が社会に及ぼす影響の増大

＜方向性＞
 重大な事故が生じた際の遅滞のない報告に加え、重大な事故が生ずる
おそれがあると認められる事態に関する報告制度を整備

［検討事項等］
（敬称略）

※ 設備の設定（通信経路等）の誤り、
他者の提供する設備やサービスの不具合等

より精緻な実態把握や原因分析等が可能となり、
重大な事故等の発生の未然防止や被害軽減に寄与
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 「重大な事故」の未然防止や被害軽減を目的とするものであることから、迅速な対応に資するため、都度報告
（事態の覚知後、速やかに一報、一定期間以内に報告書を提出）によるものとする。

 「重大な事故」の報告制度と同様に、「その発生日時及び場所、概要、理由又は原因、措置模様その他参考とな
る事項」について、適当な方法により報告するものとする。

 総務省は「重大な事故が生ずるおそれがあると認められる事態」の報告を受けた際には、状況の把握とともに、
当該事業者に対し、必要に応じて指導・助言等を行う。また、支障のあった機器やシステム等の関係者に対し、
必要に応じて情報共有や注意喚起等を行う。報告された事案の一部は、総合通信基盤局電気通信事業部が
2015年より設置している「電気通信事故検証会議」で検証し、再発防止策や他事業者への教訓づくりに活かす。

 電気通信事業者にとって過度の負担とならないよう、「重大な事故」につながる可能性が高いと考えられる事態
に対象を限定する。

総務省

「重大な事故が生ずるおそれ
があると認められる事態」を
覚知した電気通信事業者
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＜「重大な事故が生ずるおそれがあると認められる事態」の報告制度のイメージ＞

• 「重大な事故が生ずるおそれがあると認
められる事態」を覚知した事業者は、そ
の状況を、速やかに報告

• 総務省は、状況の把握とともに、当該事
業者に対し、必要に応じて指導・助言等

• 電気通信事故検証会議での検
証作業

事業者D

報告制度の骨子案

電気通信事故検証会議

①

②

③

• 支障のあった機器やシステム等
の関係者に対し、必要に応じて
情報共有や注意喚起


